
独立行政法人奄美群島振興開発基金

令和２事業年度

財　 務　 諸 　表



独立行政法人奄美群島振興開発基金
貸借対照表

（令和3年3月31日現在） （単位：円）

（資産の部）

Ⅰ　流動資産

現金及び預金 5,797,215,205

有価証券 300,017,592

仮払金 6,357,151

前払費用 543,591

未収収益 8,278,725

短期貸付金 261,003,000

貸倒引当金 △ 1,928,420 259,074,580

流動資産合計 6,371,486,844

Ⅱ　固定資産

１有形固定資産

建物 35,687,145

減価償却累計額 △ 20,901,896 14,785,249

車両運搬具 5,182,980

減価償却累計額 △ 3,653,735 1,529,245

器具及び備品 13,258,445

減価償却累計額 △ 7,389,109 5,869,336

土地 65,900,000

有形固定資産合計 88,083,830

２無形固定資産

電話加入権 126,000

ソフトウェア 6,105,586

無形固定資産合計 6,231,586

３投資その他の資産

投資有価証券 2,597,410,076

長期貸付金 3,133,961,681

貸倒引当金 △ 558,767,342 2,575,194,339

求償権 887,939,025

求償権償却引当金 △ 565,045,215 322,893,810

敷金・保証金 402,940

投資その他の資産合計 5,495,901,165

固定資産合計 5,590,216,581

Ⅲ　保証債務見返

短期保証債務見返 172,378,000

長期保証債務見返 1,216,464,273 1,388,842,273

保証債務見返合計 1,388,842,273

13,350,545,698

科　　　　　目

資産合計

金　　　　　　　　額
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（単位：円）

（負債の部）

Ⅰ　流動負債

未払費用 3,017,389

前受収益 335,480

仮受金 627,894

損失補償納付金 757,484

引当金

賞与引当金 12,896,718

保証債務損失引当金 547,139 13,443,857

流動負債合計 18,182,104

Ⅱ　固定負債

長期前受収益 30,063,170

損失補償補てん金 56,771,578

引当金

退職給付引当金 172,545,150

保証債務損失引当金 20,059,673 192,604,823

固定負債合計 279,439,571

Ⅲ　保証債務

短期保証債務 172,378,000

長期保証債務 1,216,464,273 1,388,842,273

保証債務合計 1,388,842,273

1,686,463,948

（純資産の部）

Ⅰ　資本金

政府出資金 11,001,271,430

地方公共団体出資金 6,772,500,000

資本金合計 17,773,771,430

Ⅱ　繰越欠損金

当期未処理損失 6,109,689,680

（うち当期総損失） (48,982,456)

繰越欠損金合計 6,109,689,680

11,664,081,750

13,350,545,698

科　　　　　目 金　　　　　　　　額

負債合計

純資産合計

負債純資産合計
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独立行政法人奄美群島振興開発基金
行政コスト計算書

（令和2年4月1日～令和3年3月31日） （単位：円）

Ⅰ　損益計算上の費用

一般管理費 208,672,140

臨時損失 3

損益計算書上の費用合計 208,672,143

Ⅱ　その他の行政コスト -

Ⅲ　行政コスト 208,672,143

科　　　　　目 金　　　　　　　　額
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独立行政法人奄美群島振興開発基金
損益計算書

（令和2年4月1日～令和3年3月31日） （単位：円）

経常費用

一般管理費

役員報酬 18,109,626

職員給与 95,880,330

法定福利費 19,387,145

旅費交通費 4,677,085

電算関係費 6,528,622

業務諸費 32,829,242

公租公課 805,796

支払手数料 130,842

賞与引当金繰入 12,896,718

退職給付引当金繰入 11,494,400

減価償却費 5,932,334

一般管理費合計 208,672,140

経常費用合計 208,672,140

経常収益

貸付金利息収入 50,976,629

保証料収入 17,377,741

損害金収入 5,236,798

責任共有負担金収入 1,142,000

引当金戻入

貸倒引当金戻入 2,089,395

求償権償却引当金戻入 10,905,975

保証債務損失引当金戻入 20,327,048

引当金戻入合計 33,322,418

財務収益

受取利息 438,075

有価証券利息 17,674,837

財務収益合計 18,112,912

償却貸付金取立益 5,659,273

償却求償権取立益 27,711,096

雑益 150,820

経常収益合計 159,689,687

経常損失 48,982,453

臨時損失

固定資産除却損 3

臨時損失合計 3

当期純損失 48,982,456

当期総損失 48,982,456

科　　　　　目 金　　　　　　　　額
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独立行政法人奄美群島振興開発基金
純資産変動計算書

（令和2年4月1日～令和3年3月31日） （単位：円）

当期首残高 11,001,271,430 6,772,500,000 17,773,771,430 △ 6,060,707,224 - 11,713,064,206

当期変動額

出資金の受入

△ 48,982,456 △ 48,982,456 △ 48,982,456

当期変動額合計 - - - △ 48,982,456 △ 48,982,456 △ 48,982,456

当期末残高 11,001,271,430 6,772,500,000 17,773,771,430 △ 6,109,689,680 △ 48,982,456 11,664,081,750

不要財産に係
る国庫納付等
による減資

うち当期総利益
（又は当期総損
失）

Ⅰ 資本金の当期変
動額

利益剰余金（又
は繰越欠損金）
の当期変動額

Ⅱ

Ⅰ　資本金

当期純利益
（又は当期純
損失）

純資産合計
政府出資金

地方公共団体
出資金

資本金合計

Ⅱ　利益剰余金（又は繰越欠損金）

当期未処分利益
（又は当期未処理
損失）
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独立行政法人奄美群島振興開発基金
キャッシュ・フロー計算書

（令和2年4月1日～令和3年3月31日） （単位：円）

Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・フロー

貸付金利息収入 51,166,348

保証料収入 7,759,151

損害金収入 5,236,798

責任共有負担金収入 3,810,000

貸付金の回収による収入 823,630,705

求償権の回収による収入 31,202,852

償却貸付金の回収による収入 5,659,273

償却求償権の回収による収入 27,711,096

その他の業務収入 2,394,694

人件費支出 △ 187,562,027

業務経費支出 △ 44,885,091

代位弁済による支出 △ 14,999,004

貸付けによる支出 △ 524,643,000

その他の業務支出 △ 2,316,368

184,165,427

利息の受取額 17,996,915

業務活動によるキャッシュ・フロー 202,162,342

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △ 500,000,000

定期預金の払戻による収入 1,400,000,000

有価証券の取得による支出 △ 499,518,000

有価証券の償還による収入 500,000,000

有形固定資産の取得による支出 △ 4,977,500

その他の投資活動による支出 △ 116,000

その他の投資活動による収入 120,000

投資活動によるキャッシュ・フロー 895,508,500

財務活動によるキャッシュ・フロー -

Ⅳ　資金増加額 1,097,670,842

Ⅴ　資金期首残高 4,499,544,363

Ⅵ　資金期末残高 5,597,215,205

金　　　　　　　　額科　　　　　目

小　　　計
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独立行政法人奄美群島振興開発基金
損失の処理に関する書類

（単位：円）

Ⅰ　当期未処理損失 6,109,689,680

　当期総損失 48,982,456

　前期繰越欠損金 6,060,707,224

Ⅱ　次期繰越欠損金 6,109,689,680

金　　　　　　　　額
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１．減価償却の会計処理方法

(1)有形固定資産

定額法を採用しております。

なお、主な資産の耐用年数は以下のとおりであります。

建物 3年～50年

車両運搬具 4年～6年

器具及び備品 5年～6年

(2)無形固定資産

定額法を採用しております。

なお、該当する資産の耐用年数は以下のとおりであります。

ソフトウェア 5年

２．引当金の計上基準

(1)貸倒引当金及び求償権償却引当金

(2)賞与引当金

(3)退職給付引当金

(4)保証債務損失引当金

３．有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有目的債券

償却原価法（定額法）

４．消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税込方式によっております。

重要な会計方針

　役職員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当期に負担すべき額を計上し
ております。

　役職員の退職給付に備えるため、役員については独立行政法人奄美群島振興開発基金役員退職手当支
給規程、職員については独立行政法人奄美群島振興開発基金職員退職手当支給規程に基づく期末要支給
額を基礎として計上しております。

　(1)に準じ、予め定められている償却・引当基準により計上しております。

当基金の貸倒引当金及び求償権償却引当金は、予め定められている償却・引当基準に則り、次のとお
り計上しております。

「銀行等金融機関の資産の自己査定並びに貸倒償却及び貸倒引当金の監査に関する実務指針」（日本
公認会計士協会銀行等監査特別委員会報告第４号）に規定する正常先債権及び要注意先債権に相当する
債権については、過去の一定期間における各々の貸倒実績から算出した貸倒実績率等に基づき引当てて
おります。破綻懸念先債権に相当する債権については、債権額から担保の処分可能見込額及び保証によ
る回収可能見込額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断し必要と認める額を引
当てております。破綻先債権及び実質破綻先債権に相当する債権については、債権額から担保の処分可
能見込額及び保証による回収可能見込額を控除した残額を引当てております。
（追加情報）

新型コロナウイルス感染症の感染拡大やそれに伴う経済への影響は今後数か月程度続くものとの想定
を置いておりましたが、国内外における感染の状況等を踏まえ、経済への影響は今後も長期化するとの
想定に変更し、特に当基金の貸付金等の信用リスクに一定の影響があるとの仮定を置いております。こ
うした仮定のもと、当該影響により予想される損失に備えるため、債務者の足許の業績悪化の状況を考
慮して行われた令和２事業年度末の自己査定結果に基づいて貸倒引当金等を計上しております。当該仮
定は不確実であり、今後新型コロナウイルス感染症の感染状況やその経済への影響が変化した場合に
は、損失額が増減する可能性があります。

  当事業年度より、改訂後の「独立行政法人会計基準」及び「独立行政法人会計基準注解」（令和2年3月26
日改訂）並びに「独立行政法人会計基準及び独立行政法人会計基準注解に関するQ&A」（令和2年6月改訂）
（以下、「独立行政法人会計基準等」という。）を適用して、財務諸表等を作成しております。

8



１．行政コスト計算書関係

(1)独立行政法人の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコスト

行政コスト 円

自己収入等 円

機会費用 円

円

(2)政府出資又は地方公共団体出資の機会費用の計算に使用した利率

２．キャッシュ・フロー計算書関係

(1)キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手元現金及び要求払預金

(2)資金の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

円

円

円

３．有価証券関係

(1)満期保有目的の債券で時価のあるもの

　

(2)満期保有目的の債券の決算日後における償還予定額

①

②

③

４．金融商品関係

(1)金融商品の状況に関する事項

①金融商品に対する取組方針

②金融商品の内容及びそのリスク

③金融商品に係るリスク管理体制

（ア）信用リスクの管理

注記事項

差額決算日における時価貸借対照表計上額

　10年利付国債の令和3年3月末利回りを参考に0.120%で計算しております。

21,328,526

△ 159,689,687

208,672,143

△ 200,000,000

5,797,215,205

5,597,215,205

70,310,982

独立行政法人の業務運営に関して
国民の負担に帰せられるコスト

区　分

現金及び預金

定期預金

資金

2,239,212,100円 40,473,476円

698,689,044円 687,092,700円 △ 11,596,344円

時価が貸借対照表計上額を超えるもの
時価が貸借対照表計上額を超えないもの

1年超5年以内 5年超10年以内

2,897,427,668円

10年超区　分

2,926,304,800円 28,877,132円

2,198,738,624円

1年以内

合　計

100,000,000円

- 円 - 円 100,000,000円

300,000,000円 700,000,000円

- 円

300,000,000円

700,000,000円 200,000,000円

1,600,000,000円

　当法人は、貸付業務及び保証業務を行っております。これらの業務を実施するため、国、県、奄
美群島内市町村からの出資金により資金を調達しております。

300,000,000円 100,000,000円- 円

　当法人が保有する金融資産は、主として奄美群島内の法人及び個人に対する貸付金及び保証債務
（以下「貸付金等」という。）であり、貸付先等の財務状況の悪化等による信用リスクを有してお
ります。また、貸付金利は固定金利、保証料率は固定料率であることから金利変動リスクを有して
おります。
　有価証券及び投資有価証券は、独立行政法人通則法第47条の規定等に基づき、国債、地方債、特
別の法律により法人の発行する債券を満期保有目的で保有しており、金利変動リスク、価格変動リ
スクを有しております。

500,000,000円

900,000,000円国債

　当法人は、当法人の業務規程及び信用リスクに関する管理諸規程に従い、貸付金等について、個
別案件ごとの与信審査、与信限度額、信用情報管理、内部格付、保証や担保の設定、問題債権への
対応など与信管理に関する体制を整備し運用しております。これらの与信管理は、業務課及び管理
課により行われ、また定期的に審査委員会や債権管理委員会を開催し、審議・報告を行っておりま
す。さらに与信管理の状況については、総務企画課がチェックしております。
　有価証券の発行体の信用リスクに関しては、総務企画課において、信用情報や時価の把握を定期
的に行うことで管理しております。

特別の法律により法人の発行す

る債券

地方債

合　計
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（イ）金利リスクの管理

（ウ）資金調達に係る流動性リスクの管理

(2)金融商品の時価に関する事項

（注）金融商品の時価の算定方法に関する事項

①現金及び預金

②有価証券・投資有価証券

③貸付金

④求償権

⑤債務保証契約

５．賃貸等不動産の時価等関係

該当する事項はありません。

６．資産除去債務

該当する事項はありません。

⑤債務保証契約 △ 30,398,520円

時価

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ
ております。

　有価証券・投資有価証券の時価は、決算日における市場価格によっております。

　固定金利であることから、貸付金の種類及び内部格付、期間に基づく区分ごとに、元利金の合計
額を同様の新規貸付を行った場合に想定される利率で割り引いて時価を算定しております。また、
破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等については、見積将来キャッシュ・フローの現
在価値又は担保及び保証による回収見込額等に基づいて貸倒見積高を算定しているため、時価は決
算日における貸借対照表価額から現在の貸倒見積高を控除した金額に近似しており、当該価額を
もって時価としております。

　破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等については、見積将来キャッシュ・フローの
現在価値又は担保及び保証による回収見込額等に基づいて貸倒見積高を算定しているため、時価は
決算日における貸借対照表価額から現在の貸倒見積高を控除した金額に近似しており、当該価額を
もって時価としております。

　保証債務は、保証期間にわたって収受することが期待されるキャッシュインフローの期待値と保
証の履行によるキャッシュアウトフローの期待値を考慮して算定した将来キャッシュフローの割引
現在価値を時価としております。

※貸借対照表価額との差額は、未収貸付金利息に係る貸倒引当金23,381円であります。
11,851,828,983円 11,900,883,905円 49,054,922円資産計

322,893,810円 322,893,810円 - 円

その他

②有価証券・投資有価証券

差額

2,926,304,800円 28,877,132円2,897,427,668円
③貸付金・長期貸付金 3,394,964,681円

5,797,215,205円 5,797,215,205円 - 円

貸借対照表計上額 時価

④求償権 887,939,025円
　求償権償却引当金

　予め業務方法書等により定められた方法により利率を決定しております。

2,834,292,300円 2,854,470,090円 20,177,790円

△ 565,045,215円

　貸倒引当金※ △ 560,672,381円

　期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

区　分

①現金及び預金

　当法人は、主務大臣により認可された資金計画に従って、資金調達を行っております。
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７．退職給付に係る注記

(1)採用している退職給付制度の概要

(2)確定給付制度

①簡便法を適用した制度の、退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表

期首における退職給付引当金 円

退職給付費用 円

退職給付の支払額 円

期末における退職給付引当金 円

②退職給付に関連する損益

簡便法で計算した退職給付費用 円

該当する事項はありません。

該当する事項はありません。

重要な後発事象

　当法人は、役職員の退職給付に充てるため、非積立型の退職一時金制度を採用しております。非積立
型の退職一時金制度では、役員については独立行政法人奄美群島振興開発基金役員退職手当支給規程、
職員については独立行政法人奄美群島振興開発基金職員退職手当支給規程に基づいた一時金を支給して
おり、簡便法により退職給付引当金及び退職給付費用を計算しております。

11,494,400

重要な債務負担行為

172,545,150

161,050,750

11,494,400

-

11



令和２事業年度　承継債権回収実績

計画との比較

（△印減）

円 円 円 円

－ － － 388,740,278

令 和 ２ 年 ４月 復興金融基金貸付金 0 0 0 388,740,278

５月 〃 0 0 0 388,740,278

６月 〃 0 0 0 388,740,278

７月 〃 0 0 0 388,740,278

８月 〃 0 0 0 388,740,278

９月 〃 0 0 0 388,740,278

１０月 〃 0 0 0 388,740,278

１１月 〃 0 0 0 388,740,278

１２月 〃 0 0 0 388,740,278

令 和 ３ 年 １月 〃 0 0 0 388,740,278

２月 〃 0 0 0 388,740,278

３月 〃 0 0 0 388,740,278

0 0 0

（注）令和２事業年度末の未回収額は、9,392,309円である。

回　収　計　画 回　収　実　績 回収累計額

計

前年度未回収額累計

年　　　　　月 債　権　種　別
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１．固定資産の取得、処分、減価償却費及び減損損失累計額の明細

(単位：円）

（注１）当期増加額は満期保有目的債券の新規取得（5件）及び償却原価法による加算分であり、当期減少額は有価証券への振替によるものであります。

（注２）当期増加額は貸付実行によるものであり、当期減少額は回収（償却含む）及び短期貸付金への振替によるものであります。

（注３）当期増加額、当期減少額は洗い替えによるものであります。

（注４）当期増加額は代位弁済履行によるものであり、当期減少額は回収（償却含む）によるものであります。

２．有価証券の明細

（１）流動資産として計上された有価証券

(単位：円）

（２）投資その他の資産として計上された有価証券

(単位：円）

100,000,000

　36回東京都住宅供給公社債券 100,000,000 100,000,000 100,000,000               -

　18回大阪府住宅供給公社債券 100,000,000 100,000,000 100,000,000               -

　第253回日本高速道路保有・債務返済機構債券 100,420,000 100,000,000

特別の法律により法人の発行する債券

300,000,000

　第241回住宅金融支援機構債券

計

　第238回日本高速道路保有・債務返済機構債券 99,100,000 100,000,000 99,159,823

2,596,649,000

199,450,000

              -

              -

299,973,564               -

2,597,410,076               -

199,970,022

99,121,315               -

100,000,000               -

              -

100,407,906               -

100,000,000

（注３）

（注４）

（注３）

2,597,410,076

              -

200,307,269

100,000,000 100,000,000

              -

-

-

- -

-

402,940

99,098,000 100,000,000

200,000,000

199,769,734

              -

-△ 558,767,342

120,000

△ 597,004,190

当期費用に含ま
れた評価差額

貸借対照表
計上額

券面総額取得価額

99,954,000

200,272,000

200,182,000

              -

              -

-

摘要

　第397回大阪府公募公債

200,000,000

摘要
当期費用に含ま
れた評価差額

　神奈川県第45回20年公募公債

200,034,451

貸 借 対 照 表
計 上 額 合 計

100,000,000　41回成田国際空港社債

取得価額

-300,226,000

300,017,592

              -

貸 借 対 照 表
計 上 額 合 計

満 期 保 有 目 的
債 券

201,468,000

199,432,000

198,096,000

200,000,000

199,924,000

299,940,000

99,891,764

199,176,720

2,600,000,000

100,000,000

満 期 保 有 目 的
債 券

300,017,592

　兵庫県平成30年度第1回公募公債

              -

　第150回共同発行市場公募地方債

-

99,539,000

-

-

-

△ 565,045,215

887,939,025

貸借対照表
計上額

300,000,000

-

国債

計

券面総額

-△ 225,092,773

406,940

（注２）

（注１）

-

-

-

-

-

-

- 6,105,586

-

-

3,133,961,681

-

-

-

2,140,335

65,900,000

22,183,830

31,944,740

-

2,571,840

-

2,571,840

-

-

126,000

6,231,586

2,597,410,076

126,000

120,028,570

-

-

-

-

-

14,785,249

383,459

1,480,460

7,389,109

-

3,653,735

88,083,830

65,900,000

5,869,336

1,529,245

4,004,254

摘要

7,389,109

3,653,735

差 引 当 期 末
残 高

20,901,896

当期償却額

5,869,336

1,529,245

14,785,249

減損損失累計額

当期減損額

-

-

-

-

-

-

減価償却累計額

2,140,335

383,459

-

4,977,500

-

4,977,500

-

-

4,977,500

4,977,500

-

-

△ 597,004,190

925,195,873

△ 562,060,732

3,456,317,386

2,397,689,632

△ 558,767,342

259,223,000

499,738,036

-

-

31,944,740

当期減少額

65,900,000

13,258,445

5,182,980

35,687,145

65,900,000

54,128,570

13,258,445

5,182,980

35,687,145

期末残高

-

-

2,571,840

2,571,840

-

-

有 形 固 定 資 産
合 計

非 償 却 資 産

投資その他の資産

無 形 固 定 資 産

長 期 貸 付 金

投 資 有 価 証 券

求償権償却引当金

求 償 権

土 地

器 具 及 び 備 品

土 地

貸 倒 引 当 金

資産の種類

35,687,145

65,900,000

51,722,910

10,852,785

5,182,980

計

有 形 固 定 資 産
（償却費損益内）

車 両 運 搬 具

建 物

期首残高

35,687,145

電 話 加 入 権

器 具 及 び 備 品

計

5,620,544,909

建 物

計

敷 金 ・ 保 証 金

100,000,000 100,000,000               -

200,000,000 199,597,508               -

- △ 565,045,215

△ 558,767,342

20,901,896

-

-

4,004,254

-

1,928,080 -

-

-

- 5,495,901,165

              -

1,480,460

- -

車 両 運 搬 具

126,000

117,622,910

65,900,000

10,852,785

5,182,980

当期増加額

-

△ 349,736,517

116,000

581,578,705

300,017,592

-

-

-

1,928,080

3,133,961,681

2,597,410,076

-

-

1,928,080

8,159,666

△ 565,045,215

計

ソ フ ト ウ ェ ア 8,033,666 - - 8,033,666

14,999,004

-

1,928,080

200,000,000 200,027,449

100,000,000 99,990,143

887,939,025

8,159,666

-

-

-

-

-

-

種類及び銘柄

5,495,901,165

402,940

52,255,852

△ 562,060,732

100,000,000

200,000,000

200,000,000

200,000,000

200,000,000

200,000,000

国債

種類及び銘柄

　第321回　利付国債

　第321回　利付国債

　第329回　利付国債

　第329回　利付国債

　第329回　利付国債

　第338回　利付国債

　第339回　利付国債

地方債

　27年度第1回横浜市公募公債

　第174回　利付国債

独立行政法人奄美群島振興開発基金

附属明細書
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３．長期貸付金の明細

（単位：円）

その他の長期貸付金

　長期貸付金

（注）「当期減少額」の欄のうち、「回収額」の欄は、短期貸付金への振替を含んでおります。

４．長期借入金の明細

該当する事項はありません。

５．引当金の明細

（単位：円）

（注）「当期減少額」の欄のうち、「その他」の欄は、回収と洗替えによる減少額であります。

６．貸付金等に対する貸倒引当金の明細

（単位：円）

短期貸付金

一般債権

貸倒懸念債権

破産更生債権等

長期貸付金

一般債権

貸倒懸念債権

破産更生債権等

（注１）貸倒引当金の計上方法は、「重要な会計方針」に記載しております。

（注２）貸借対照表価額との差額は、未収貸付金利息に係る貸倒引当金23,381円であります。

７．退職給付引当金の明細

（単位：円）

退職給付債務合計額

退職一時金に係る債務

未認識過去勤務費用及び未認識数理計算上の差異

年金資産

退職給付引当金

８．保証債務の明細

（１）保証債務の明細

（単位：円）

短期保証債務

長期保証債務

（注）短期保証債務の「当期増加」は、長期保証債務からの振替額を含んでおり、長期保証債務の「当期減少」は、短期保証債務への振替額を含んでおります。

当期減少額

259,223,0003,456,317,386

3,456,317,386 259,223,000 580,033,705 1,545,000 3,133,961,681

 （注）3,133,961,6811,545,000580,033,705

期首残高 当期増加額
償却額

期末残高 摘要
回収額

区　分
貸付金等の残高 貸倒引当金の残高

区　分 期首残高 当期増加額
当期減少額

期末残高
目的使用 その他

賞与引当金 11,684,848 12,896,718 11,684,848 - 12,896,718

求償権償却引当金 597,004,190 565,045,215 21,053,000 575,951,190 565,045,215

計

期首残高 当期増減額 期末残高 期首残高 当期増減額 期末残高

239,180,000 21,823,000 261,003,000 2,228,619 △ 323,580 1,905,039

（注）

239,180,000 21,823,000 261,003,000 2,228,619 △ 323,580 1,905,039

3,456,317,386 △ 322,355,705 3,133,961,681 562,060,732 △ 3,293,390 558,767,342

608,689,038 577,941,933 32,737,848 575,951,190 577,941,933

172,545,150

2,129,487,776 △ 221,117,165 1,908,370,611 23,513,186 △ 8,180,749 15,332,437

- -

- - - -

- -

計 3,695,497,386 △ 300,532,705 3,394,964,681 564,289,351 △ 3,616,970 560,672,381

区　　　　　　　　　分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高

409,238,545 △ 68,361,178 340,877,367 45,644,848 △ 6,497,001 39,147,847

917,591,065 △ 32,877,362 884,713,703 492,902,698 11,384,360 504,287,058

期首残高 当期増加 当期減少 期末残高
保証料収益

件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額

161,050,750 11,494,400 - 172,545,150

161,050,750 11,494,400 - 172,545,150

- - - -

- - - -

161,050,750 11,494,400 -

182 1,429,780,852 18 123,510,000 35 336,826,579 165 1,216,464,273 15,292,386

37 198,996,500 38 196,378,000 40 222,996,500 35 172,378,000 2,085,355

17,377,741219 1,628,777,352 56 319,888,000 75 559,823,079 200 1,388,842,273

摘要

摘要

計

区　分

計

区　分

（注1）

（注1）

（注1）

（注１）
(注２)

摘要
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（２）保証債務と保証債務損失引当金との関係の明細

（単位：円）

短期保証債務

正常先

要注意先

要管理先

求償権化懸念先

実質求償権先

長期保証債務

正常先

要注意先

要管理先

求償権化懸念先

実質求償権先

（注）保証債務損失引当金の計上方法は、「重要な会計方針」に記載しております。

９．役員及び職員の給与の明細

（単位：千円、人）

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

（注）１．役員に対する報酬等の支給基準

　　　　　　独立行政法人奄美群島振興開発基金役員給与規程及び独立行政法人奄美群島振興開発基金役員退職手当支給規程により支給しております。

      ２．職員に対する給与等の支給基準

　　　　　　独立行政法人奄美群島振興開発基金職員給与規程及び独立行政法人奄美群島振興開発基金職員退職手当支給規程により支給しております。

　　　３．支給人員は年間平均支給人員数によっております。

　　　４．非常勤の役員又は職員は外数として（　）で記載しております。

１０．上記以外の主な資産の明細

現金及び預金

（単位：円）

保証債務の残高 保証債務損失引当金の残高
摘要

期首残高 当期増減額 期末残高 期首残高 当期増減額 期末残高

198,996,500 △ 26,618,500 172,378,000 1,035,791 △ 488,652 547,139

26,059,500 2,373,500 28,433,000 54,718 △ 14,912 39,806 （注）

166,002,000 △ 27,237,000 138,765,000 348,602 △ 112,701 235,901 （注）

- - - - - -

1,429,780,852 △ 213,316,579 1,216,464,273 39,898,069 △ 19,838,396 20,059,673

5,180,000 632,471 △ 361,039 271,432 （注）

- - - - - -

6,935,000 △ 1,755,000

区　分

595,000 △ 595,000 - （注）

749,488,552 △ 168,941,279 580,547,273 1,573,933 △ 761,166 812,767 （注）

270,299,000 43,469,000 313,768,000 567,630 △ 34,225 533,405 （注）

154,905,000 △ 35,142,000 119,763,000 14,127,337 △ 7,851,756 6,275,581 （注）

248,926,300 △ 46,540,300

95,880 18 - -

460 2 - -

17,649 2 - -

支給額 支給人員 支給額 支給人員

1,628,777,352 △ 239,935,079 1,388,842,273 40,933,860 △ 20,327,048 20,606,812

202,386,000 23,034,169 △ 10,596,249 12,437,920 （注）

6,162,000 △ 6,162,000 -

合　計

職　員

役　員

460 2 - -

報酬又は給与 退職手当

113,529 20 - -

- - - -

金　　額 摘　　要

144,582

1,790,619

595,280,004

5,200,000,000定期預金

普通預金

郵便振替

現金

区　　　分

計

区　分

5,797,215,205合     計
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１１．開示すべきセグメント情報

（単位：円）

（注）セグメントの区分方法

　　　当法人は保証業務と融資業務を行っており、当該事業別に区分しております。

保証業務 融資業務 計 法人共通 合計区　　　分

Ⅰ行政コスト

　　損益計算上の費用合計

　　その他の行政コスト

　行政コスト

Ⅱ独立行政法人の業務運営に関して

　国民の負担に帰せられるコスト

Ⅲ事業費用、事業収益及び事業損益

- - - - -

- - - - -

- - - - -

- - - - -

- - - - -

105,218,949 103,453,191 208,672,140 - 208,672,140

105,218,949 103,453,191 208,672,140 - 208,672,140

- - - - -

17,377,741 - 17,377,741 - 17,377,741

31,233,023 2,089,395 33,322,418 - 33,322,418

- 50,976,629 50,976,629 - 50,976,629

20,327,048 - 20,327,048 - 20,327,048

17,760,749 352,163 18,112,912 - 18,112,912

- 2,089,395 2,089,395 - 2,089,395

10,905,975 - 10,905,975 - 10,905,975

3

△ 4,739,844 △ 44,242,609 △ 48,982,453 - △ 48,982,453

34,107,592 5,792,395 39,899,987 - 39,899,987

100,479,105 59,210,582 159,689,687 - 159,689,687

1 3

　　　　貸倒引当金繰入

　　　　求償権償却引当金繰入

　　事業費用

　　　引当金繰入

14,514,172 55,796,810 70,310,982 - 70,310,982

△ 4,739,846 △ 44,242,610 △ 48,982,456 - △ 48,982,456

　　　財務収益

　　　その他

計

　　事業損益

Ⅳ臨時損益等

　　臨時損失

　　　固定資産除却損

計

　 当期純損益

　 当期総損益

2 1 3

3,394,964,681

　　　　保証債務損失引当金繰入

　　　一般管理費

　　　貸倒損失

　　　財務費用

計

　　事業収益

　　　貸付金利息収入

　　　保証料収入

　　　引当金戻入

　　　　貸倒引当金戻入

　　　　求償権償却引当金戻入

　　　　保証債務損失引当金戻入

- 3

△ 4,739,846 △ 44,242,610 △ 48,982,456 - △ 48,982,456

2 1 3 - 3

2 -

　　求償権

- △ 560,695,762

2,897,427,668 - 2,897,427,668 - 2,897,427,668

1,577,415,587 4,219,799,618 5,797,215,205 - 5,797,215,205

- 3,394,964,681 3,394,964,681 -

　　　△求償権償却引当金

　　保証債務見返

　　その他

887,939,025

△ 565,045,215 - △ 565,045,215 - △ 565,045,215

-

6,279,537,588 7,071,008,110 13,350,545,698 - 13,350,545,698

1,388,842,273 - 1,388,842,273 - 1,388,842,273

92,958,250 16,939,573 109,897,823 - 109,897,823

887,939,025 - 887,939,025 -

△ 560,695,762 △ 560,695,762

計

105,218,951 103,453,192 208,672,143 - 208,672,143

- - - - -

105,218,951 103,453,192 208,672,143 - 208,672,143

Ⅴ総資産

　　現金及び預金

　　貸付金

　　　△貸倒引当金

　　有価証券
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